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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 37,159 40,585 86,046

経常利益 (百万円) 1,651 1,662 4,116

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,082 1,025 2,774

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,306 1,599 3,779

純資産額 (百万円) 19,692 23,964 22,391

総資産額 (百万円) 54,765 66,628 68,893

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 80.61 75.47 206.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) - - -

自己資本比率 (％) 36.0 35.2 32.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,374 160 △776

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,448 △911 △5,035

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,392 △1,049 7,526

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 5,654 5,247 7,048
 

 

回次
第62期
第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 90.65 86.32
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、前連結会計年度において報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表　注記事項　(セグメント情報等)　セグメント情報」の「２．報告セグメントの変更等に関する事

項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、極めて緩和的な金融環境や政府の大型経済対策による財政支

出などを背景に企業業績は順調に拡大し、雇用情勢の良好な状態が維持され、所得環境は改善し、緩やかな回復基

調で推移しました。世界経済は、中国経済は緩やかな減速基調となりましたが、米国では個人消費の増加や企業収

益の改善で堅調な経済環境が継続しました。欧州でも緩やかな景気の回復が続きました。

建設業界におきましては、公共投資は引き続き高い水準を維持し、民間設備投資は都市部の再開発案件の本格化

や人手不足を背景とした合理化・省力化に向けた投資などが増加し、官・民ともに堅調に推移しました。

このような状況下、当第２四半期連結累計期間における当社グループの経営成績は以下のとおりとなりました。

売上高は40,585百万円(前年同期比9.2％増)となりました。一方、利益面につきましては、営業利益が1,506百万

円(前年同期比3.1％増)となり、経常利益は1,662百万円(前年同期比0.6％増)となりました。また、親会社株主に帰

属する四半期純利益は1,025百万円(前年同期比5.2％減)となりました。

なお、当社グループは売上高が第４四半期に集中する傾向があり、業績には季節的変動があります。

主な事業別業績は次のとおりであります。

（商品販売事業）

商品販売事業におきましては、空調機器、制御機器、省エネ機器を中心とした設備機器の仕入・販売並びにこれ

らに関連する据付工事及びアフターサービス等を行っております。売上高は30,229百万円(前年同期比10.0％増)、

売上総利益は5,596百万円(前年同期比4.4％増)となりました。

（工事事業）

工事事業におきましては、計装工事のほか各種工事の設計・施工及び保守を行っております。売上高は11,401百

万円(前年同期比13.2％増)、売上総利益は3,017百万円(前年同期比3.8％増)となりました。

（太陽光発電事業）

太陽光発電事業におきましては、保有する太陽光発電施設を利用して電力会社への売電を行っております。売上

高は27百万円(前年同期比70.7％増)、売上総利益は7百万円(前年同期比84.7％増)となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産の状況）

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて2,264百万円減少し66,628百万円となりま

した。これは受取手形及び売掛金の回収により得た現金を支払手形及び買掛金の支払に充当するなどしたため、流

動資産が3,911百万円減少したことが主な要因です。

（負債の状況）

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて3,837百万円減少し42,664百万円となりま

した。これは支払手形及び買掛金や電子記録債務の純減額2,700百万円に加え、借入金や社債といった有利子負債の

減少940百万円、賞与引当金の減少723百万円及び法人税等の納付等による未払法人税等の減少309百万円が主な要因

です。

（純資産の状況）

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,572百万円増加し23,964百万円となり

ました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により利益剰余金が645百万円増加したことに加

え、保有有価証券の時価上昇に伴うその他有価証券評価差額金の増加552百万円及び非支配株主の連結子会社に対す

る出資による非支配株主持分の増加283百万円が主な要因です。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は35.2％となり、前連結会計年度末に比べ3.0％上昇しま

した。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べて

1,800百万円減少し5,247百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動の結果得られた資金は160百万円（前年同期は1,374百万円の収入）となり

ました。これは、法人税等の支払額652百万円に加え仕入債務の2,700百万円の減少、たな卸資産の922百万円の増加

及び賞与引当金の723百万円の減少により資金が減少するも、税金等調整前四半期純利益1,602百万円及び減価償却

費228百万円の計上並びに売上債権及び未収入金の2,508百万円の減少により資金が増加したことが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の投資活動の結果使用した資金は911百万円（前年同期は2,448百万円の支出）となり

ました。これは主に有形固定資産の取得による支出790百万円及び長期貸付けによる支出117百万円があったことに

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の財務活動の結果使用した資金は1,049百万円（前年同期は1,392百万円の収入）とな

りました。これは、主に借入金及び社債の純減少額940百万円と配当金の支払が379百万円があったことによるもの

であります。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

　

株式会社の支配に関する基本方針について

当社は、昭和30年７月の創業以来、冷熱機器を中心とした設備関連機器とそれらの制御技術を提供する専門商社

として、事業規模を拡大してまいりました。多様化するユーザーニーズに最適な製品を最適なサービスで提供する

ことをモットーに、当社グループでは、あらゆる種類の空調設備機器や機電装置品の取扱いだけでなく、システム

オートメーションの複合技術も兼ね備えた組織特性を発揮するとともに、保守・メンテナンス業務を充実させ、総

合的なサービスを提供できる体制としております。

このような組織体制の維持・拡充を図っていくことが当社の企業価値および利益の源泉であると言えます。この

ことを実践するには、専門的な業務知識や営業ノウハウを備えた者が取締役に選任され、法令や定款などの定めを

遵守して重要な経営方針の決定にあたっていく事が不可欠であります。このことをもって会社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者としての基本的な在り方としております。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、工事事業の受注高が前年同期に比べ39.6％減少いたしました。これは、主

に前第２四半期連結累計期間において、太陽光発電施設の敷設工事に関する大型案件を受注している影響でありま

す。

　また、当第２四半期連結累計期間において、太陽光発電事業の生産実績及び販売実績が著しく増加しておりま

す。これは、当社の新たな事業として開始した太陽光発電施設の稼働開始が昨年６月であったことによります。生

産実績、販売実績とも前年同期に比べ70.7％増加いたしました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 46,308,000

計 46,308,000
 

 

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,988,000 13,988,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数
100株

計 13,988,000 13,988,000 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

- 13,988,000 - 1,857 - 1,829
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本レイ株式会社 東京都渋谷区広尾４―１―11 1,760 12.58

ダイキン工業株式会社 大阪市北区中崎西２―４―12 1,000 7.15

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND(PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO)
(常任代理人 株式会社三菱東京
UFJ銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON
MA 02210 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内２―７―１)

971 6.94

東テク従業員持株会 東京都中央区日本橋本町３―11―11 798 5.71

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１―５―５ 670 4.79

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１―１―２ 670 4.79

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１―８―11 631 4.51

草野 和幸 東京都渋谷区 392 2.80

昭和鉄工株式会社 福岡市東区箱崎ふ頭３―１―35 378 2.70

東プレ株式会社 東京都中央区日本橋３―12―２ 308 2.20

計 ― 7,579 54.18
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式が370千株（2.65％）あります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    370,700 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,616,400 136,164 －

単元未満株式 普通株式        900 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 13,988,000 － －

総株主の議決権 － 136,164 －
 

　

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東テク株式会社
東京都中央区日本橋本町
三丁目11番11号

370,700 - 370,700 2.65

計 － 370,700 - 370,700 2.65
 

　

２ 【役員の状況】
該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,683 5,857

  受取手形及び売掛金 25,500 ※4  21,752

  電子記録債権 5,062 7,642

  たな卸資産 ※1  1,638 ※1  2,560

  繰延税金資産 708 462

  未収入金 3,932 2,584

  その他 383 140

  貸倒引当金 △2 △6

  流動資産合計 44,905 40,994

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 6,429 6,561

   土地 5,527 5,527

   建設仮勘定 715 1,390

   その他 1,123 1,154

   減価償却累計額 △2,467 △2,587

   有形固定資産合計 11,328 12,046

  無形固定資産 2,251 2,246

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,502 8,278

   繰延税金資産 150 164

   その他 3,031 3,192

   貸倒引当金 △277 △294

   投資その他の資産合計 10,406 11,340

  固定資産合計 23,987 25,633

 資産合計 68,893 66,628
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 13,929 ※4  10,549

  電子記録債務 3,332 ※4  4,011

  短期借入金 10,889 9,888

  1年内償還予定の社債 182 102

  未払法人税等 727 417

  未成工事受入金 340 680

  賞与引当金 1,629 906

  役員賞与引当金 24 27

  その他 1,878 2,204

  流動負債合計 32,933 28,786

 固定負債   

  社債 161 150

  長期借入金 9,575 9,728

  繰延税金負債 611 853

  役員退職慰労引当金 671 694

  退職給付に係る負債 2,053 1,953

  その他 495 497

  固定負債合計 13,568 13,877

 負債合計 46,501 42,664

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,857 1,857

  資本剰余金 1,945 1,978

  利益剰余金 16,027 16,672

  自己株式 △159 △128

  株主資本合計 19,669 20,379

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,648 3,200

  退職給付に係る調整累計額 △167 △140

  その他の包括利益累計額合計 2,481 3,060

 非支配株主持分 240 524

 純資産合計 22,391 23,964

負債純資産合計 68,893 66,628
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 37,159 40,585

売上原価 28,905 32,035

売上総利益 8,254 8,549

販売費及び一般管理費 ※2  6,793 ※2  7,043

営業利益 1,461 1,506

営業外収益   

 受取利息 3 4

 受取配当金 63 77

 仕入割引 209 167

 雑収入 39 45

 営業外収益合計 316 295

営業外費用   

 支払利息 70 75

 手形売却損 5 4

 支払保証料 33 31

 貸倒引当金繰入額 1 16

 雑損失 15 12

 営業外費用合計 125 139

経常利益 1,651 1,662

特別損失   

 投資有価証券評価損 8 60

 特別損失合計 8 60

税金等調整前四半期純利益 1,643 1,602

法人税、住民税及び事業税 329 364

法人税等調整額 230 217

法人税等合計 560 581

四半期純利益 1,082 1,020

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） - △5

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,082 1,025
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 1,082 1,020

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 185 552

 退職給付に係る調整額 37 26

 その他の包括利益合計 223 579

四半期包括利益 1,306 1,599

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,306 1,605

 非支配株主に係る四半期包括利益 - △5
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,643 1,602

 減価償却費 152 228

 のれん償却額 7 7

 有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 8 60

 受取利息及び受取配当金 △67 △82

 支払利息 46 53

 賞与引当金の増減額（△は減少） △605 △723

 売上債権の増減額（△は増加） 6,525 1,168

 たな卸資産の増減額（△は増加） △664 △922

 未収入金の増減額（△は増加） 497 1,340

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,445 △2,700

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 287 339

 その他 △322 412

 小計 2,063 784

 利息及び配当金の受取額 65 82

 利息の支払額 △45 △53

 法人税等の支払額 △709 △652

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,374 160

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △12 △674

 定期預金の払戻による収入 0 699

 有形固定資産の取得による支出 △1,780 △790

 投資有価証券の取得による支出 △35 △40

 投資有価証券の売却及び償還による収入 73 0

 長期貸付けによる支出 - △117

 長期貸付金の回収による収入 3 6

 合併による支出 ※2  △705 -

 その他 7 4

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,448 △911

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 937 △1,160

 長期借入れによる収入 2,900 2,200

 長期借入金の返済による支出 △1,890 △1,889

 社債の償還による支出 △165 △91

 非支配株主からの払込みによる収入 - 300

 配当金の支払額 △294 △379

 自己株式の処分による収入 - 63

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△20 -

 その他 △73 △93

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,392 △1,049

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 318 △1,800

現金及び現金同等物の期首残高 5,336 7,048

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,654 ※1  5,247
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

商品及び製品 1,057百万円 1,598百万円

原材料及び貯蔵品 5 1 

未成工事支出金 575 961 
 

 

２．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入債務に関して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

志賀計装㈱ 37百万円 -百万円
 

 

３．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形割引高 2,241百万円 2,011百万円

受取手形裏書譲渡高 14 7 
 

 

※４．四半期連結会計期間末日満期の手形及び電子記録債務

四半期連結会計期間末日満期の手形及び電子記録債務の会計処理については、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期の手形

及び電子記録債務を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 -百万円 135百万円

支払手形 - 503 

電子記録債務 - 529 
 

 

（四半期連結損益計算書関係）

１．損益の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平

成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

当社グループの営業形態として売上が第４四半期に集中する傾向があるため、第２四半期連結累計期間の売上高

は相対的に少なくなる傾向にあります。しかし、人件費等の固定費は四半期ごとに変動する性質ではないため、結

果として、第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益は少なくなる傾向

にあります。

 
※２．販売費及び一般管理費の主要な費目

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

従業員給料及び手当 2,947百万円 3,122百万円

賞与引当金繰入額 891 773 

退職給付費用 211 198 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 6,276百万円 5,857百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △621 △609

現金及び現金同等物 5,654 5,247
 

　

※２ 合併により承継した資産及び負債の主な内訳

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

現金を対価とする株式の取得及び吸収合併により株式会社ディー・エス・テックから承継した資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額と合併による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 2,451百万円

固定資産 139 

のれん 74 

流動負債 △1,651 

固定負債 △14 

株式の取得価額 1,000 

現金及び現金同等物 △294 

差引：合併による支出 △705 
 

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

　該当事項はありません。

 
　

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 296 22 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 190 14 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金
 

(注) 平成28年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として資産

管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 380 28 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 204 15 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額商品販売事業 工事事業 太陽光発電事業

売上高       

外部顧客への売上高 27,191 9,952 16 37,159 - 37,159

セグメント間の
内部売上高又は振替高

292 116 - 408 △408 -

計 27,483 10,068 16 37,568 △408 37,159

セグメント利益 (注)２ 5,358 2,908 4 8,271 △16 8,254
 

(注) １．セグメント利益の調整額△16百万円は、主にセグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

当第１四半期連結累計期間において、当社を存続会社、株式会社ディー・エス・テックを消滅会社とする吸収合

併を行いました。これにより商品販売事業において61百万円、工事事業において12百万円それぞれのれんが発生し

ております。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額商品販売事業 工事事業 太陽光発電事業

売上高       

外部顧客への売上高 29,935 10,622 27 40,585 - 40,585

セグメント間の
内部売上高又は振替高

294 778 - 1,072 △1,072 -

計 30,229 11,401 27 41,658 △1,072 40,585

セグメント利益 (注)２ 5,596 3,017 7 8,621 △71 8,549
 

(注) １．セグメント利益の調整額△71百万円は、主にセグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度より、太陽光発電事業を行うケーピーエネルギー合同会社が連結子会社となったことに伴い、事

業セグメントの区分方法を見直し、従来の「商品販売事業」「工事事業」に新たに「太陽光発電事業」を加えた３

つを報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、当第２四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第２四半期連結累計期間のセグメント情報につい

ては、変更後の区分方法により作成したものを記載しております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額  80円61銭 75円47銭

  (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 1,082 1,025

普通株主に帰属しない金額(百万円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益金額(百万円)

1,082 1,025

普通株式の期中平均株式数(株) 13,431,543 13,593,690
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．前第２四半期連結累計期間の普通株式の期中平均株式数については、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財

産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社の普通株式を控除対象の自己株式

に含めて算定しております。

 
２ 【その他】

平成29年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当について次のとおり決議いたしました。

(イ)配当金の総額………………………………………204百万円

(ロ)１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成29年12月８日

(注) 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して中間配当を行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東テク株式会社(E02769)

四半期報告書

19/20



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月14日

東テク株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　鈴　 木　 　 一　 宏　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　廣　瀬　　美　智　代　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東テク株式会社

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東テク株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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